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 日本造血細胞移植学会 (2002). 平成14年度全国

調査報告書 . http://www.jshct.com/report_2002/
index.html

本文中では、引用文の最後に（草間 2004）または

（Kusama 2004）のように記載します。ただし、一つの段
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（2006年10月3日改定）
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体力テストを用いた体脂肪率の推定: I. 理論と方法

Prediction of relative fat with physical fitness test: I. Theory and method

稲垣  敦  Atsushi Inagaki, PhD
大分県立看護科学大学  人間科学講座  健康運動学  Oita University of Nursing and Health Sciences

2006年12月21日投稿 , 2007年4月5日受理

要旨

体力テストを用いて除脂肪体重（FFW）を推定する簡便な方法を提案した。体脂肪量、体脂肪率はFFWから簡単に算出でき

る。推定式は、各テストにおける動作の生力学的モデルに基づいている。予測変量は、身長、体重と3つの体力テスト、すな

わち、握力、背筋力、垂直跳びのうちの一つである。式を整理するとFFWと予測変量の項は線形関係になるので、推定式中

のパラメタは通常の重回帰分析で求めることができる。この理論における前提や単純化、他の可能性について実用性を考慮し

て議論した。

Abstract
A simple method for predicting fat-free weight (FFW) with a physical fitness test has been proposed. Fat weight 

and relative fat could be easily calculated with FFW. The prediction equations are based on a biomechanical model of 

the motion of the physical fitness test. The predictive variables are height, weight, and one of the three physical fitness 

tests: grip strength, back strength, and vertical jump. The parameters in the equations could be estimated using ordinary 

multiple regression analysis because FFW and the terms of predictive variables proved to be linear after arrangement. 

The assumptions, the simplifications in this theory, and other possibilities were discussed taking practicability into 

consideration.

キーワード

身体組成、体脂肪率、除脂肪体重、体脂肪量、体力テスト

Key words
body composition, relative fat, fat-free weight, fat weight, physical fitness test

1. 序論

肥満は生活習慣病のリスクファクターであ

り、このため体脂肪率は重要な健康指標である。

体脂肪率測定のスタンダードは水中体重秤量法

（underwater weighing）であるが、学校や地域での

健康診査などにはむかないため、便宜的にBMI
等で肥満度を評価してきた。最近では成人だけで

はなく、小児・児童の肥満も問題になっているが、

BI法（Bioelectrical Impedance Analysis）による体

脂肪率の測定機器が安価になったにもかかわらず、

未だ健康診査の項目には含まれていない。

一方、体力と健康の関連性が多数報告され、健

康関連体力（health-related physical fitness）という

概念が確立し、身体組成は体力の構成要素の一つ

としても位置づけられるようになった。このため、

体脂肪率と体力を同時に測定する機会が増えてい

る。

運動という点からみれば、体脂肪はエネルギー

の備蓄であり、緩衝材であり、断熱・保温材であ

るが、同時にその重量は負荷にもなる。また、体

重が同じで体脂肪が多いということは筋量が少な

いことにつながる。したがって、体力テストの測

定値には、身体組成の情報が含まれているはずで

あり、実際、体力テストと体脂肪率の相関関係が

報告されている（金 他1992, 1993a, 1993b, 1993c）。
これらの点から、体力テストの測定値を用いて身

体組成を推定することが可能と考えられ、これは

一種の逆問題（inverse problem）といえる。

以上のような点から、稲垣ら（1993, 1994）は体

力テストの測定値を利用した体脂肪率の推定式を

提案したが、簡便性を重視したため、推定式は形

態と体力テストの測定値の１次関数であった。そ

こで、本研究では、体力テストの情報をより有効

利用するため、身体組成を考慮して体力テスト時

の運動を力学的視点からモデル化し、実用的な体

脂肪率の推定式を導出することを目的とした。
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2. 理論と方法

2. 1 体力テスト項目の選択

体脂肪率の推定に用いる体力テストは、以下の

条件を満たすことが望ましい。

(1) 身体組成の指標と体力テストの測定値が力

学的あるいは生理学的に関連があり、それ

を関数で表すことができる。

(2) 測定精度（妥当性、信頼性、客観性）や実用

性が高い。

(3) 体力テストの動作の個人差が小さい。

(1)の点は、理論的妥当性（theoretical validity）
のために最重要である。この点では、敏捷性、柔

軟性、平衡性、全身持久力などよりも、筋力や瞬

発力のテスト項目が適当と考えられる。

(2)については、体力テストの開発時に考慮さ

れている。体力は構成概念（construct）であり、多

くの生理学的機能に支えられており、しかも

フィールドテストなので工業計測のような測定

精度は期待できない。妥当性係数の上限でもある

信頼性係数の推定値については、中学生で、握力、

垂直跳び、立位体前屈、50 m走で0.90以上（稲垣 , 
1993）、ソフトボール投げが 0.90〜 0.93、握力

が0.91、垂直跳びが0.83〜0.98、50ヤード走が

0.83〜0.94、立ち幅跳びが0.90（Fleishman 1964, 
Kirkendall et al 1987）などの報告がある。このよ

うに、筋力や瞬発力に関するテストの妥当性や信

頼性が高いと考えられる。実用性の点では、現時

点で普及した項目が望ましいと考えられる。

(3)については、本研究が体力テスト時の筋出

力から体脂肪率を推定するので、測定値の個人差

に動作の差が反映されないことが望ましいという

ことである。この点、体力テストは技能テストで

はないため、あらかじめ動作の個人差が生じにく

い項目が選ばれている。したがって、握力や背筋

力と比較すると、垂直跳びや50 m走の方が全身

運動で動作も大きいので、個人差の生じる可能性

は相対的に高いと考えられる。

(1)〜 (3)及び普及度や実用性、安全性を考慮す

ると、握力、背筋力、垂直跳びなどが体脂肪率の

推定に相応しいと考えられる。

2. 2 握力や背筋力を用いた体脂肪率の推定

体力テスト項目から体組成を推定するために、

以下の4つの仮定を導入する。

仮定1: 除脂肪体重から筋量を除いた重量は体 
       重の一次関数で表せる。

仮定2: 当該筋の筋断面積は筋量／身長に比例 
       する。

仮定3: 当該筋が発揮した筋力はその筋断面積 
       に比例する。

仮定4: 測定された力は当該筋が発揮した筋力 
       に比例する。

身長（m）、体重（kg）、体脂肪率（0〜1: 無名数）、

体脂肪量（kg）、除脂肪体重（kg）をそれぞれ、H、m、

RF、FW、FFWと表すと、筋力測定機器に作用

した力Fは上記の仮定から、

F =�
FFW � bm + c( )

H
  (1) 

と表せる。但し、αは全ての比例定数を吸収した

係数で、推定すべき未知のパラメタである。除脂

肪体重の推定式は (1)をFFWについて解いて、

�

��� � �� �� � �� � �               (2) 

と得られる。但し、

�

� �
�

�
 

である。このように、身長、体重、握力（背筋力）

の3つの測定値から除脂肪体重を推定することが

できる。

(2)式中のa、b、cは重回帰分析を実際の測定デー

タに適用し、偏回帰係数及び定数として求めれば

よい。また、定義よりFWとRFは

�

�� � � � ��� ,

�

�� �
��

�
 

と求めればよく、筋量MM (kg)はモデルより、

�

�� � ��� � �� � �� � � �� ��  

で得られる。

2. 3 垂直跳びを用いた体脂肪率の推定

垂直跳びを用いて体脂肪率を推定する場合は、

仮定1〜4に加え、さらに仮定5〜7を導入する。

仮定5: 垂直跳びの測定値は踏切動作最終時点 
       から最高時点の重心の変位と等しい。
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仮定6: 脚伸展局面の垂直方向の重心移動距離 

       は身長の

�

�

�
である : 

�

� �
�

�
。

仮定７: 脚伸展局面では一定した力が上方に発 
        揮される : F=constant。 
        つまり、離陸まで重心が等加速度で上 
        昇する : a=constant。

跳躍高（m）、重力加速度（=9.81 m/s2）、脚伸展

中の垂直方向の重心加速度（m/s2）、重心の最下点

を0とした時の踏切時の時間（脚伸展時間 , s）をそ

れぞれ、h、g、a、tとすると、重心の運動方程式

�

�

�
� � � �� 　但し、

�

� � �� 

及び仮定7より、踏切時（t秒後）の重心の速度は、

�

�
�
�
� � ��� �

�
� �

�

�
��

�

�
�

�

�
���  

である。したがって、

�

� �
��

��
��

�

�
�

�

�
��                  (3) 

となる。ここで、跳躍高は離陸後の重心速度がゼ

ロになるまでの時間（=vt/g）に到達する高さゆえ、

　

�

� �
�

�

�
�

�

�

�
�

�

�
�

�

�
�
�

�

��
 

である。これより、踏切時の重心速度は、

�

�� � ���                       (4) 

と表すことができる。また、踏切までの重心の変

位は、

�

� � ��� ���
�

�

� �
�

�
��

�

�
�

�

�
��� � ��

�

�

� �
���

�

�

�
��

�

�
�

�

�
�  

       

�

�
�
�
�

�
であり、仮定6より、

�

�

�
�
�
�
�

�
 

である。これと (4)より、踏切までの時間 tは、

�

� �
�

���
�

�

� ���
              (5) 

と表すことができる。(3)に (4)及び (5)を代入し

て整理すると、

�

� �
��

�
��

�

�
�

�

�
�� �

��

�
��

�

�
�

�

�
��� 

が導かれる。したがって、(1)より、

�

�
��� � �� � �� �

�
�
��

�
��

�

�
�

�

�
���  

となる。除脂肪体重の推定式は、これをFFWに

ついて解いて、

�

��� � � �� � �� �� � �� � �                (6) 

と得られる。但し、

�

� �
�

�
 

である。

この場合も、身長、体重、垂直跳びの3つの測

定値で除脂肪体重を推定することができる。パラ

メタa、b、cも重回帰分析で求めればよい。FW、

RFも2.2と同様に求めることができ、筋量はモデ

ルより、

�

�� � ��� � �� � �� � � � �� � �� ��  

で得られる。

3. 考察

本研究では、体力テスト動作の力学的モデル

に身体組成のパラメタを導入して、握力、背筋

力、垂直跳びのそれぞれと身長、体重を用いた

体脂肪率の推定式を導いた。簡易化のためのいく

つかの仮定を導入して式を展開した結果、極め

て簡便な推定式が導かれ、推定式におけるパラメ

タは実際のデータから重回帰分析で推定できるこ

とがわかった。現在、学校や地域の健康診査で肥

満度の評価に用いられているBMI等の体格指数

と比較すると、直接的に体脂肪率の推定値が得

られる点で優れている。元来、この方法は、体脂

肪率を推定するために体力テストを実施するとい

うのではなく、既に体力テストのデータがある時

に、身長や体重の測定値に体力テストの情報を加

えて、BMI等よりも高い精度で体脂肪率を推定

することが狙いである。したがって、体育の授業

で体力テストを実施することの多い学校では利用

できる機会も多いと考えられる。一方、身長、体

重、体力テストの測定値の1次関数であった稲垣

ら（1993, 1994）の推定式と比較すると、力学的モ

デルから導いたため理論的妥当性が高く、推定
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精度も高いと考えられるが、この点は実際のデー

タでの検討が必要である。また、推定式が簡単で

あるという点も特筆すべき点である。さらに、こ

れまで提案されてきた多くの体脂肪率の測定法

（Lukaski 1987）と比較すると、高価な器機や熟練

した測定技術が不要であるという点で優れている。

仮定1における除脂肪体重から筋を除いた部分

というのは、骨、皮膚、脳、その他の器官である。

これらは体重が重い者ほど重いと考えられ、生き

てゆく上で必須な部分なので最低限必要な重量が

ある。したがって、一般に体重のn次関数で表現

できると考えられる。次数を増やして近似を高め

ることも可能であるが、パラメタ推定に伴う不確

かさの増大と実用性の観点から、本研究では1次

関数

�

�� � �を採用した。

仮定2は、筋部を円柱型で近似し、筋量を身長

で除すると平均的な筋断面積に相当する値が得ら

れ、それは当該筋の断面積に比例することを示し

ている。たとえば、既存の体格指数、すなわち

BMI（Kaup指数）、Livi（Ponderal）指数、Rohrer
指数やQuetelet指数などでも体を立方体あるいは

円柱型として単純化している。また、BI法では

身体を導体と考えて、身長を長さ、体重を身長で

除した値を太さとして電気抵抗値を補正して体密

度を求めている（Segal et al 1985, Baumgartner et 
al 1990, Nakadomo et al 1990）。しかし、電極は

手と足に装着されるので、実際に電流が流れる長

さは身長と同じではないし、一定の断面積でもな

く、電気密度分布も均一とは言い難い。これらの

単純化を考慮すると、本研究における筋量を身長

で割るという単純化も適当と考えられる。同様に、

体の平均的な筋断面積が当該筋断面積と比例する

という仮定も簡便法としては必要かつ適切な単純

化と考えられる。

仮定3は、筋の単位断面積当りの筋収縮力は性

別にかかわらずほぼ一定であるという生理学的知

見（Ikai and Fukunaga 1968, 福永 1978）に基づい

ている。また、この仮定には、筋組成や筋の動員

率は考慮されていないが、この点も実用性の点で

適切である。

仮定4は運動効率に関する仮定で、関節におけ

るてこ比、内部抵抗、運動技術などが関係する。

内部抵抗については測定前のウォーミングアップ

やストレッチングが有効と考えられる。また、運

動技術については単純な動作の体力テストを採用

したことで対処しているが、測定前に被測定者が

練習することも重要である。

仮定1〜4では、アロメトリー（allometry: 
Thompson 1917, Huxley 1924, 1932）や次元解析

（dimensional analysis: Asmussen and Christensen 
1967）の考え方を応用し、筋量はFFWに比例し、

測定された筋力は除脂肪体重の冪関数

�

� � � ���� �
�

 

で表せると仮定することもできる。この場合、筋

力は筋の断面積に比例するので、次元数の理論値

は2となり、αの理論値は、

�

� �
�

�
 

となる。実際、体重と除脂肪体重という差はある

が、Lietzke（1956）は量挙げの最大挙上重量が体

重の0.6748乗（≒2/3）に比例すると報告している。

しかし、Asmussen and Heeboll-Nielsen（1955）

の報告によれは、脚伸展力は2.891、腕屈曲力は

3.893、握力は3.274であり、垂直跳びは1.590（理

論値=0）であり、次元数の推定値は理論値と一致

しているとは限らない。したがって、αもパラメ

タとして推定した方が望ましい。これに従えば、

�

� ���� �
�
� �                 （握力・背筋力の場合）

�

� ���� �
�
�
��

�
��

�

�
�

�

�
��       （垂直跳びの場合） 

となり、推定式は、

�

��� � ��
�                     （握力・背筋力の場合）

�

��� � �
��

�
��

�

�
�

�

�
��

�

�
�

�

�
�

�

         （垂直跳びの場合） 

となる。但し、 
 
 
 

である。この場合、αが整数とは限らないため、

電卓で除脂肪体重を求めることが困難であるとい

う実用上の問題が残る。しかし、パソコンも現場

に普及してきているので、今後、検討の余地があ

ると考えられる。

仮定5については、通常、垂直跳びでは重心の

�

� �
�

�

�

� �
�

�

�

�
�

�

�
�

�

�

� � �
�
�

�, ,
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変位よりも垂直跳びの測定値の方が大きいが、体

力テストで行われている跳び方では許容できる

範囲と考えられている（渋川 1969）。実際、小林

（1965）と渋川（1969）は、垂直跳びにおける平均

パワーの推定において仮定5と仮定6を用いてい

る。仮定7に関しては、小林（1965）は踏み切り動

作中の重心の加速度、すなわち力を時間の一次関

数としてとらえているが、渋川（1969）は実際の

データから本研究のようにむしろ単純に一定と仮

定することを推奨している。

本研究の場合、体力テストの動作を力学的及び

生理学的にモデル化する必要がある。一般に、モ

デルパラメタの数を増やし、精緻なモデルを構築

すれば適合度は高くなる。この意味で、モデル

の精緻さというものは合目的的である。本研究の

目的は、実用的な体脂肪率の推定式の開発であり、

また、体力テストの測定精度も工業計測のように

高くはないので、精緻なモデルの構築は合理的で

はない。一般に、モデルパラメタを減らす方法と

して、仮定の導入がある。このような意味で、本

研究でも上述のような仮定を導入して、モデルを

単純化することは適切であると考えられる。しか

しながら、本研究で提案した理論と方法を評価

するには、実際のデータを当てはめて推定式を導

き、その推定式の妥当性を評価しなければならな

い。これに関しては、近日中に本ジャーナル上で

報告する予定である。

引用文献

Asmussen E and Heeboll-Nielsen K (1955). A 
dimensional analysis of physical performance and 
growth in boys. Journal of Applied Physiology 7, 
593-603.

Asmussen E and Chr i s t ensen EH (1967) . 
Kompendium i Legemsovelsernes Specielle Teori. 
Kobenhavns Universitets Fond til Tilvejebringelse 
af Laremidler, Kovenhavn.

Baumgartner RN, Chumlea WC and Roche 
AF (1990) . Bioelectric impedance for body 
composition. Exercise and Sport Sciences Reviews 
18, 193-224.

F l e i s hman EA (1964) . The s t r uc tu r e and 

measuremant of physical fitness. Prentice-Hall, 
New Jersey.

福永哲夫 (1978). 人の絶対筋力 : 超音波による体

肢組成・筋力の分析 . 杏林書院 , 東京 .

Huxley JS (1924). Constant differential growth 
ratios and their significance. Nature 114, 895-896. 

Huxley JS (1932). Problem of relative growth. 
Methuen, London.

Ikai M and Fukunaga T (1968) . Calculation 
of muscle strength per unit cross-sectional 
area of human muscle by means of ultrasonic 
measurement. International Zeitschrift fur 
angewandte Physiologie 26, 26-32.

稲垣敦 (1993). 体格指数、体力診断・運動能力テ

ストを用いた体脂肪率の推定法の開発 : 中学生を

対象として . 行動計量学 20, 81-91.

稲垣敦 , 金憲経 (1994). 形態、体力診断・運動能

力テスト項目による体脂肪率の推定法 : 中学生を

対象として . 教育医学 39, 331-346.

金憲経 , 松浦義行 , 田中喜代次 , 稲垣敦 (1992). 肥
痩度が体力・運動能力に及ぼす影響 : 12歳から14
歳の男子生徒について . 体力科学 41, 548-558.

金憲経 , 松浦義行 , 田中喜代次 , 稲垣敦 (1993a). 肥
満生徒の体力・運動能力の特徴 : 12歳から14歳

の男子生徒について . 生理人類学 12, 17-23.

金憲経 , 松浦義行 , 田中喜代次 , 稲垣敦 (1993b). 肥
満女子中学生の体力・運動能力の特徴 . 体力科学 
42, 380-388.

金憲経 , 田中喜代次 , 稲垣敦 , 鈴木和弘 , 向山貴仁 , 
中村なおみ , 小磯透 , 松浦義行 (1993c). 中学生男

子の体力・運動能力と関連する諸要因の検討 : パ
ス分析を用いて .体育学研究 38, 215-227.

Kirkendall DR, Gruber JJ and Johnson RE 
(1987). Measurement and evaluation for physical 
education, 2nd Ed., Human Kinetics Publishers, 
Champaign, Illinois.

小林一敏 (1965). 身体運動の力学 . 宮畑虎彦 , 高木

公三郎, 小林一敏(編). スポーツ科学講座8: スポー



体力テストによる体脂肪率の推定  /  稲垣敦

32

ツとキネシオロジー , pp149-150. 大修館書店 , 東
京 . 

Lietzke MH (1956). Relation between weight-
lifting total and body weight. Science 124, 
486-487.

Lukaski HC (1987). Methods for the assessment 
of human body comparison: traditional and new. 
The American Journal of Clinical Nutrition 46, 
537-556.

Nakadomo F, Tanaka K, Hazama T and Maeda K 
(1990). Validation of body composition assessed 
by bioelectrical impedance analysis. Japanese 
Journal of Applied Physiology 20, 321-330.

Segal KR, Gutin B, Presta E, Wang J and Van 
Itallie TB (1985). Estimation of human body 
composition by electrical impedance method: a 
comparative study. Journal of Applied Physiology 
58, 1565-1571.

渋川侃二 (1969). 運動力学 , pp252-258. 大修館書

店 , 東京 .

Thompson DW (1917). On growth and form. 
Cambridge University Press, New York.

著者連絡先

〒870-1201
大分市大字廻栖野2944-9
大分県立看護科学大学  健康運動学研究室

稲垣  敦



新型インフルエンザパンデミック  /  古澤忍

33

トピックス看護科学研究 vol. 7, 33-37 (2007)

新型インフルエンザパンデミックの可能性とその対策

古澤  忍  Shinobu Furusawa, PhD
東北薬科大学  薬学教育センター  Tohoku Pharmaceutical University and Pharmaceutical Education Center 

2007年3月9日投稿 , 2007年5月15日受理

キーワード

新型インフルエンザ、鳥インフルエンザ、パンデミック、抗インフルエンザ薬、タミフル

Key words
new influenza, avian influenza, pandemic, antiviral drugs, Tamiflu

1. はじめに

最近の宮崎県の養鶏場で発生した鶏の大量死

は、アジアを中心に猛威を振るう強毒性のH5N1
亜型の高病原性鳥インフルエンザが原因であった

ことが判明している。次第に明らかになってきた

H5N1のヒトへの感染は、わずかな変異でこの鳥

ウイルスが恐怖のパンデミック（大流行）ウイルス

に変貌する可能性が強く示唆されている（Smith 
et al 2006）。1918年から1919年にかけてのスペ

イン風邪では、全世界で2000〜4000万人（日本

人39万人）が死亡したとされているが、もし同様

の病原性をもつウイルスが2004年にパンデミッ

クすると、最悪のシナリオでは全世界で6200万

人が死亡することが推算されている（Murry et al 
2006）。またその推定死亡者のうち96％が途上国

の住民になることが予測されている。このような

危機的な背景もあって、インフルエンザ感染全体

への関心が世界的に高まっている。最近、スペイ

ン風邪のウイルスを、遺伝子配列をもとに人工合

成してサルに感染させると、免疫反応に異常をも

たらし致死性の肺炎を起こすことが、Kobasaら
（2007）の研究によって明らかにされた。この致

死性の高いインフルエンザ発病のメカニズムの解

明は、新型インフルエンザの感染予防や治療法に

つながると期待されている。全世界を戦慄させる、

高病原性鳥インフルエンザウイルス感染の猛威と

その対策について、最近の幾つかのトピックスを

交え概説したい。

2. 鳥インフルエンザと新型インフルエンザ

インフルエンザウイルスは内部タンパク質の抗

原性からA、B、C型の3つに分類され、毎年ヒ

トで流行するウイルスや鳥インフルエンザウイル

スは、いずれもA型に属する。このA型ウイル

スはヒトを含む哺乳動物や鳥類に広く分布し、A
型の高病原性ウイルス（H5N1）の感染は渡り鳥に

よって媒介されることが明らかになっている。カ

モ類などの家禽では腸管に同ウイルスを保有し

ており、糞を介してウイルスが感染されたりする。

近年、東南アジアの国々を中心に、通常ヒトでは

感染することがない鳥インフルエンザに感染し、

死亡する例が出ている。ヒトへの感染は、H5N1
に感染した家禽あるいは野生鳥などの体液・排泄

物の飛沫や直接接触により起こると考えられてい

る。世界保険機構（WHO）によると、2007年4月

10日時点でH5N1型鳥インフルエンザの感染者

は291人であり、うち171名の死亡が認められて

いる。すべての強毒の高病原性ウイルス株が、ヒ

トを含むほ乳類に対して強い病原性を示すわけ

ではないといわれるが、とくにインドネシアで

は、感染者81名中において63名の死亡が認めら

れ、高病原性ウイルスによる致死率は極めて高い。

WHOは6段階の新型インフルエンザ警戒レベル

を用い、世界へ感染情報を発信しており、現時点

でパンデミックフェーズはレベル3にある（ヒト—

ヒト感染がない、または感染が極めて限定）。い

わゆるH5N1インフルエンザウイルスがその性質

を変え変異し、ヒトからヒトへ容易に感染する、

H5N1の新型インフルエンザウイルスが出現した

場合には、ほとんどの人々はそのウイルスに対し

て抵抗力（免疫）をもたないため、ヒトの間で広範

にかつ急速に拡がる危険性が憂慮されている。
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3. 鳥インフルエンザウイルスの感染メカニズムと変異

高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染に対

する感受性では、七面鳥、鶏において感受性が高

く、カモ類では同ウイルスに感染しても重篤な症

状を発現することなく、死亡する例は極めて少な

いといわれる。鳥インフルエンザウイルスがヒト

への感染が容易でない理由としては、鳥インフル

エンザウイルスに対する宿主側のレセプター認識

特異性の相異によることが判明している。インフ

ルエンザウイルスが認識結合するレセプターはシ

アリルラクトサミン構造であることがわかって

きた。すなわち、高病原性の鳥型ウイルスは、末

端シアル酸（SA）とガラクトース（Gal）との結合が

2-3の構造に特異的に結合するが、ヒト型ウイル

スは、SA2-6Gal構造を認識し結合することが知

られている。ヒトの気道には、SA2-6Galレセプ

ターが存在し、さらに気道の深部や肺にはSA2-
3Galレセプターが存在する（Sinya et al 2006）こ

とから、トリ型ウイルスの濃厚な接触によって

鳥インフルエンザの感染が成立することが想定

されている。一方、2003年に世界を震撼させた

重症急性呼吸器症候群（SARS）ウイルスの感染メ

カニズムには、アンジオテンシン IIを不活性化す

る、アンジオテンシン変換酵素ACE2がSARSウ

イルスのレセプターとして深く関わっていること

が明らかにされている（Imai et al 2005, Kuba et al 
2005）。

中国の青海湖で確認されたH5N1鳥インフルエ

ンザウイルスは、鳥類とほ乳類の両方に対しても

強い病原性を示すことが報告されている（Liu et 
al 2005）。また、Shinyaら（2005）によって、中国

で家族内感染を起こしたH5N1ウイルスクローン

の中に、トリ（SA2-3Gal）とヒト（SA2-6Gal）の両

方のレセプターに結合することができる特異性を

もった変異が確認されている。低病原性のH5あ
るいはH7ウイルスを鶏において継代を繰り返し

ていると、ウイルス表面に存在する糖タンパク質・

ヘマグルチニン分子内のアミノ酸配列などが変異

を起こして強毒化することが知られている。いわ

ゆる、ウイルスのレセプター認識特異性は宿主の

環境によって著しく進化し、変異はウイルスのヘ

マグルチニンスパイク分子内のわずかひとつまた

は数個のアミノ酸置換によって起こることが示唆

されている（Yamada et al 2006）。

4. 症状の特徴

H5N1ウイルスによる初期症状は、高熱と咳嗽

などの急性呼吸器症状を主とするインフルエンザ

様疾患の症状を呈するが、2〜8日の潜伏期間を

経て、急激な病変の下気道への進展により、呼吸

窮迫、頻呼吸、呼吸時の異常音が認められる。人

工呼吸器を必要とするが、呼吸不全が進行した

場合は、急性窮迫性呼吸症候群（ARDS）の症状を

呈する。また、全身感染により呼吸器以外の臓

器にも感染が拡大する。重症例では、H5N1ウイ

ルス感染によりサイトカインが増加して血球貪食

症候群を惹起し、多臓器不全が認められる。ヒト

H5N1ウイルスの感染例と年齢分布によると、小

児、若年成人に患者、死亡者が集中している。なお、

H5N1ウイルスは、標準的に繁用されるRT-PCR
法によって遺伝子が確認される。

5. 抗インフルエンザ薬の分子機構・耐性・副作用

現在、日本で処方が可能な抗インフルエンザ薬

には、タミフル（一般名 : リン酸オセルタミビル）、

リレンザ（一般名 : ザナミビル水和物）、シンメ

トレル（一般名 : 塩酸アマンタジン）の3つがある

が、シンメトレルは最近のH5N1には無効である

といわれる。タミフルとリレンザはインフルエ

ンザウイルスのA型とB型の両方に対して有効で、

A型の新型インフルエンザ対策ではタミフルが第

1選択薬となっており、発症48時間以内に投薬さ

れる。A型インフルエンザウイルスの粒子表面に

は、ヘマグルチニンとノイラミニダーゼの2種類

の糖タンパク質が存在し突き出ている。宿主細胞

からウイルスが放出するのに先立って、ウイルス

表面に存在するヘマグルチニンが宿主細胞表面上

の糖タンパク質末端に存在するシアル酸との結合

に働くが、一方でウイルスのノイラミニダーゼが

その結合部分を切断する。そのためにウイルスが

宿主細胞から効率的に遊離され感染が拡がってい

くと考えられている。タミフルとリレンザは、こ

のノイラミニダーゼを阻害することにより抗ウイ

ルス作用を示す。

タミフルは、中国料理に使われる植物トウシキ

ミの果実「八角」を原料に、その成分であるシキミ

酸から複雑な工程を経て生産される。タミフルの

原料の確保が天候に左右されることや、慢性的

な品不足状態にあることから、最近、Fukutaら
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（2006）はタミフルの安価で安定して供給を目指

して、植物を使わない入手可能な原料を用いた新

しい合成法を確立した。日本では、毎年世界で生

産されるタミフルのおよそ70〜80％を使用する

ことから、使いすぎの批判が上がっている。最近

の新型インフルエンザ対策ガイドラインによると、

新型インフルエンザの発生初期において感染拡大

防止策としてタミフルを予防投与することが考え

られている。一方で健康成人に対してインフル

エンザ予防にタミフル等を使用すべきでないこと

が指摘されている。厚生労働省によると、新型イ

ンフルエンザがパンデミックした場合には、国内

で4人に1人が感染すると推計され、国民の25％

を想定して約2500万人分のタミフルの備蓄を計

画し進めている。タミフルは、経口投与で用いら

れ、消化管吸収後に肝のエステラーゼによって活

性型に変換するプロドラッグであるが、H5N1ウ
イルス感染者からタミフル耐性ウイルスが検出さ

れ、死亡する例がいくつか報告されている。耐

性には、ノイラミニダーゼ遺伝子の配列の分析に

おいて、274位にヒスチジンからチロシンへの置

換（H274Y）が認められている（de Jong et al 2005）。
一方、副作用としては、肝機能障害や急性腎不全

のほか、嘔吐・下痢などの消化器系の発現も指摘

されている。また、タミフルの服用後に小児・未

成年者、成人の異常行動死・睡眠中の突然死など

の事例が報告されており、タミフルの安全性が懸

念されているが、厚生労働省はこれまでタミフ

ルと異常行動の因果関係について否定的な見解を

とってきた。しかし、最近、タミフルの処方を受

けた未成年者の異常行動による事故（転落死など）

が相次いだことから、厚生労働省は、一転して

10代へのタミフルの使用禁止（原則）に踏み切っ

た（2007年3月20日）。さらに、タミフルの副作

用を再検討する厚生労働省の薬事・食品衛生審議

会・安全対策調査会（2007年4月4日）で、報告が

あった1079人の副作用を精査したところ、飛び

降りや転落などの異常な行動が128人で起きてお

り、うち未成年者が8割近くを占めていたことが

明らかになった。調査会では、タミフルを服用し

ていないインフルエンザ患者（11人）が異常行動

を示すことが報告されたが、一方で、インフルエ

ンザ陰性の女児（9歳）で、タミフル服用後に異常

行動を示す例が報告されており、タミフルによる

異常行動およびインフルエンザ脳症による異常行

動が示唆されている。その後、厚生労働省は4月

25日に、タミフル服用後に飛び降りるなどの異

常行動をとった人が58人増えて、186人（副作用

報告総計1268人中）になったことを追加発表して

いる。今後の対策として、厚生労働省・安全対策

調査会の作業部会（5月2日）は、タミフルと異常

行動との因果関係の有無を判断するために、イン

フルエンザに感染した動物を使った実験や、マウ

スだけでなく霊長類を使った動物実験を中外製薬

に求める方針を固めた。このようにタミフル服用

による異常行動との因果関係の解明に向けて厚生

労働省は本格的に動きだし、冬までにタミフルに

ついて対策をまとめたいとしている。

世界で圧倒的に使用されるタミフルと比べる

と、リレンザの使用は限られている。しかし、タ

ミフル服用後にインフルエンザ患者の未成年者に

異常行動の事故が続発したことから、最近、リレ

ンザに注目が集まっている。リレンザは吸入によ

りインフルエンザウイルスの感染部である上下気

道の粘膜上皮細胞に直接、散布されるため、作用

が速効性で、しかも副作用とウイルス耐性の発現

の懸念は少なく、その有用性が高く評価されてい

る。最近の適応追加により、リレンザはインフル

エンザウイルス感染症を発症している家族の高齢

者など対象者が限定されるが、予防投与が可能に

なった。なお、新型インフルエンザ対策としての

抗インフルエンザ薬に関するガイドライン（2007
年3月26日）によると、タミフル耐性ウイルスが

出現した場合を想定して、危機管理のためにリレ

ンザを備蓄しており、リレンザに感受性を示すこ

とが判明した場合のみに備蓄しているリレンザが

使用されることになっている。

また一方で、新しいインフルエンザ治療薬の臨

床試験が国内で初めて開始された。最近、新薬の

承認を欧米並に迅速化するため、厚生労働省は審

査人員を増やすことなど、審査体制の抜本的な強

化対策に着手することを決めた。

6. 新型インフルエンザワクチン

インフルエンザワクチンの再接種が、高齢者

の下気道感染リスクを3分の2に減少させ、高齢

者の死亡率も減少させることが報告されている

（Voordouw et al 2006）。さらに、学校でインフル
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エンザワクチンを集団接種することにより、家庭

のインフルエンザ様症状が有意に低下し、ワクチ

ンが流行抑制に有効であることが示唆されている

（King et al 2006）。
最近、国内のワクチンメーカーが、東南アジ

アで流行している鳥インフルエンザワクチンのウ

イルス株からプレパンデミックワクチンを製造し、

販売承認を申請した。新型インフルエンザに対す

るこのワクチンは年内に承認される可能性が高い

と予想されている。厚生労働省の新型インフルエ

ンザに関するガイドラインによると、海外でヒト

からヒトへの感染が増加していることが確認され

た段階において、医師などの医療従事者らが優先

的にパンデミックワクチンの接種を開始する運び

になっている。

7. おわりに

H5N1鳥インフルエンザウイルスの流行は、世

界の広い地域に拡大し、人への感染例も増え続け

ているが、今のところ、ヒトからヒトへの感染

例は、家族内など少数例に限られている。しかし、

H5N1ウイルスがその性質を変え変異し、ヒトか

らヒトへ感染が容易になって起きるアウトブレー

ク、いわゆる新型インフルエンザウイルスの出

現によりパンデミックが一気に惹起する可能性が

懸念されている。一方で、過去にパンデミックを

引き起こしたウイルスが遺伝子配列をもとに作製

されるなど、感染防御や治療法の確立に関する研

究が進められ、新型インフルエンザウイルスの感

染性・病原性に関わる分子機構が徐々に明らかに

なってきている。急ピッチで整備されている新型

インフルエンザ対策は、未知のウイルスに対する

各国の不安・焦燥感を映し出しており、ヒトとウ

イルスとのし烈な戦いは、これから大きく展開さ

れようとしている。
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1. はじめに

大分県立看護科学大学 第8回看護国際フォーラ

ムは、「患者と向き合う看護を目指して—いま、看

護職に求められるもの— Client-Oriented Nursing: 
What is Required for the Profession」というテーマ

のもと、平成18年10月14日、別府ビーコンプラ

ザ国際会議場で開催された。

今回のフォーラムでは、米国オハイオ州の

Case Western Reserve University（以下、Case大
学）のCarol Savrin先生から「看護職の自律性と看

護実践のあり方（Nursing Practice and Autonomy）、
韓国看護協会長などを歴任されたEuisook Kim先

生から「韓国の保健医療制度改革と看護職のあり

方（Nursing and Reform of the Health Care System 
in Korea）、日本からは、国立看護大学校長の田

村やよひ先生に｢医療制度、介護保険制度等の改

革と看護職の役割｣をテーマに、ご講演をいただ

いた。

人が人に向き合う職業としての看護は、一人ひ

とりの患者の尊厳と価値観を尊重し、個別性、セ

ルフケア能力の支援を基本におきながら発展して

きた。医療・看護・福祉の場で、ケアを受ける患者・

家族はいったい何を望んでいるのだろうか。患者

や家族等のニーズに応える看護活動を展開するた

めの技と心を身につけるには、どうしたらよいの

だろうか。

本学では、開学以来、自律した看護職をめざし

た教育を行ってきた。Carol Savrin先生には、改

めて看護職の自律性とは何か、また、自律した看

護実践とは何かについて、お話しいただいた。

2. 自律性 （Autonomy）とは、

自律性（Autonomy）という用語は、ギリシャ語

に語源の由来がある。「Auto」は、self（自己）で

あり、「Nomous」は統治（governance）である。つ

まり、自律性とは、自己統治（self governance）と
いうことであり、個々人の意思決定が誰にも邪魔

されない（self law）という意味を持っている。ま

た、自律性（autonomy）という用語には、態度の

自律性、組織の官僚的な自律性、政策的な自律性、

個々の役割の自律性などの複合的な意味も含まれ

ている。一般的に、西洋文化の中で認知されてい

る自律性は、個々人が独立して機能できるという

ことである。しかし、個人が全く外部から影響を

受けずに機能するということがありえるだろうか。

個人は、外部からの影響や、自分以外の人から何

らかの影響を受けている。そこで、個人の自律性

は、個々人が計画をして、それに基づいて行動す

るということである。自分自身の経験に基づくだ

けでなく、外部の情報に基づいて決断するという

ことである。

一方、官僚主義的な自律性という意味は、官僚

主義にはルールや規制があり、自律性を阻害する

ことがある中でも、個人の自律性を発揮すること

である。たとえ、官僚主義によって制限されたと

しても、自律性を助長することができると思われ

る。看護においても看護実践に制限があったとし

ても、個人が必要に応じて、自律的に行動できる

はずである。

看護実践における"良い判断（Good Judgment）"
とは、患者のために良い判断を下すことを、自由
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に裁量できるということである。そのためには問

題を識別する能力や、問題に関わる能力を持たな

ければならない。問題を識別すること、問題の

優先順位をつけることが必要であり、対象者の反

応を受け止める必要がある。つまり、自律的に行

動するためには、看護職は責任をもって行動しな

ければならないのである。責任は、自律性の当然

の結果といえるだろう。また、自律性は看護職が

実践するものではあるけれど、同時に社会が付与

したものでもある。社会は看護職が知識を使って、

適切に実践することを認めているのである。看

護職は、ある特定の教育によって、最終的に資格

を得ている。ある特定の教育プロセスを受けては

じめて資格を得るが、社会は看護職の知識を基盤

とした実践に対して、信頼を与えているのである。

したがって、看護職は知識を持つべきであり、良

い判断を下し、良い意思決定をしなければならな

い。そして、自分自身を信じなければならないの

である。看護職は、患者ケアに対して自分たちに

は権限を与えられていると考えなければならない。

患者ケアのために、看護職は知識にもとづいて意

思決定し、問題を解決するために独立して実践す

ることが重要なのである。

看護職の自律性には、責任を伴うということを

意識しなければならない。看護師は、患者ケアの

ために最善の判断を行い、独立して実践すること

ができる。そのためには、さまざま文献や資料に

基づいて、自ら学んで知識を得ている。知識は教

育だけではなく、過去の看護ケアの経験からも学

び増やすことができる。同じケアを何度も違う患

者に行うという経験を通して、知識を醸成するこ

とができるのである。同僚から得る情報によって

知識を増やしていくこともできる。看護職は、継

続して学ぶことによって、常に知識を得ようと努

力しなければならないのである。自分たちが知ら

ないことを知ろうとすることによって良い判断が

できるのである。

看護職が実践し、また、役割を果たしていくた

めには継続して学び、知識や情報を増やす必要が

あることに気づく必要がある。知識のある看護職

は、患者や同僚の看護職や医師だけでなく、患者

の家族からも頼られる存在となる。看護職が、自

分自身の信頼性を高めるために、知識の追求にエ

ネルギーを注ぐようになり、さらに責任が強化さ

れることになる。このように、看護職の自律性を

高めるためには、仕事に対する情熱を持ち続けな

ければならない。情熱があれば、知識を探求する

行動を継続することができるからである。看護に

おける自律性は、個々に良い判断を下すための知

識に基づいたものであるということである。

3. 異なる文化の下での自律性

米国のHandy（1999）の研究では、仮説とは異

なる結果が得られた。つまり、自律性は経験とと

もに増えるのでなく、教育レベルに関係があると

いうものであった。したがって、学士号を持つ看

護師の方が準学士の看護師よりも自律性が高いと

いうことが明らかになった。さらに、在宅看護師

の方が病院勤務の看護師より自律性が高いことが

明らかになった。在宅看護の看護師は、自分の考

えを相談したり確認する同僚がいないために、自

分の能力や知識を高めようと努力するのである。

高度実践看護師は、やはり自分の知識を高めよ

うと努力している。看護師の自律意識が高まると、

仕事への満足感が高まり、さらに自律性を高める

ことができることになる。この看護における教育

の意義について、教師は認識すべきである。経験

が自律性を高めるのではないかという仮説の下で

行われた結果が、経験ではなく教育こそが自律性

を高めるものであることを明らかにした。同様の

結果がいくつかの研究で証明されている。

多くの文献で、それぞれの文化の下での自律性

について報告されているが、多くの自律性の概念

の研究で、自律性は職業満足に影響されるという

ことが確認されている。興味深いことに、日本に

おけるDomon（1997）の研究で、同僚や患者との

人間関係に対して肯定的な看護師は、自律性が高

まるということが明らかにされている。

ギリシャのPatoraki-Kourbaniら（2005）の研究

で、医師や管理者などの専門職が、看護師の上に

支配的に存在しており、看護師の意思決定能力

を高める機会がなくなっていることを指摘してい

る。臨床において、看護師の権威や専門的知識が

社会に認められていない場合には、看護師達は専

門職としての決定能力がないと考え、仕事への満

足度も低下してしまうだろう。この研究によって、

看護師は臨床上の意思決定よりも技術的な活動に

努力すること、また、学士号をもつ看護師の方が、
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準学士号をもつ看護師よりも意思決定の自律性

があると認知していたと報告している。したがっ

て、ギリシャにおいても、看護職が学際的な専門

家の中で看護の自律的な専門性を認識すれば、意

思決定能力を高めることが可能であると考えられ

る。この問題を改善すれば、多くの看護師は自分

たちの職場にとどまるようになると思われる。英

国におけるGirot（2000）の研究でも同様の結果が

得られており、学士号をもつ看護師の方が準学士

の看護師よりも自律性の高いことが報告されてい

る。特に、ICUに勤務する看護師は臨床的な決定

をしなくてはならず、自律性が高く、それがまた

仕事の満足度に影響していることが明らかにされ

ている。タイ国におけるMasuthon（2004）の研究

でも、看護師の自律性の認知と仕事の満足度との

間には関連があると述べている。つまり、看護に

おける自律性は、自主性・能力・責任（説明）・道

徳的反省（倫理）と関連があることを証明している。

他の分野でも責任、または、説明責任と自律

性とは関連がある。興味深いのは、看護職以外

の職種を対象とした自律性について、カナダの

Breagh（1999）が公務員を対象とした調査研究を

行った結果、（1）計画を立てること、（2）行動を

決定すること、および、（3）自分の行動を評価す

る基準の３つの領域の自律性と仕事の満足度とに

関連を認めたと報告している。このことは、看護

の多くの場面でも同じことが言える。看護職が自

分の働く計画や予定を立てること、方法を決定す

ること、判断する基準を持っていることなどが自

律性を高めると述べている。しかし、実際臨床上

の意思決定においては、看護職の自律性が認めら

れていない。これは、ギリシャでも英国でも明ら

かである。

医学論文の中には、医師の活動における自律性

についての論文はほとんど見当らない。医学論文

の中で述べられている自律性とは、老齢者医療保

険制度（Medicare）の支払いに関することや、薬

品会社との関係に関する問題など環境の問題であ

り、医師の活動に対する問題ではない。看護職の

自律性に関する論文で述べられている看護体制や

同僚、患者との人間関係などの問題とは異なって

いる。

看護職を取り巻く環境に目を向けると、臨床

場面でも外的要因によって管理されており、看護

職は依然として自律性をもたない職種だといえる。

しかし、看護職が独自に自分の計画を立て、行動

を決定し、実施していくことは重要である。

長い間、看護師の活動は自律的な職業ではない

と考えられていた。1895年の看護師の手引書を

引用すると、看護師像は次のように述べられてい

る。「頭痛持ちや不器用な少女は、看護師に向か

ない。看護師は背が高く頑強なこと、動きが柔軟

なこと、テニスができる、馬に乗れる、スケート

ができる、ボートがこげるという少女が最適であ

る。病棟では不器用な看護師は不愉快である。体

格の良いことに加え、みかけも良いことは大変優

位である。看護師として出世したいなら、柔らか

い調子で話さなければならない。きつい調子だと

敏感な患者の神経に障る。看護師の衣服はぎりぎ

り床につかない程度の長さ、明るい色、洗濯しや

すい素材の布で、頻繁に洗濯したものが良い。看

護師や修道女は袖の垂れるフランネルの衣服を

身につけている」。このような時代から考えると、

かなり変化しているものの、多くの人々が看護師

を医者の手伝いとしか考えていないのが現状であ

る。

4. 自律性と看護教育のレベルによる違い

看護は独自の役割をもっており、教育は看護職

が独立性を高め、自律性を高める一助となるであ

ろう。教育は、生涯続くプロセスである。学生は、

学習に対する責任を受け入れる必要がある。学生

は学校教育の中で学んだことをよく考え、実践に

結びつけ、臨床現場で学んだことを経験として蓄

積しなければならない。教師は学生に対して責任

をもっており、教師は学生が深く考えるための機

会を与え、また、いろいろな内容を理解するため

のツールを提示していく必要がある。そして、教

師は、教室で教授したことを実習プログラムに結

びつけ実習を計画し、革新的な方法で実践しなけ

ればならない。教師は、学生が何を学ぶべきかを

考え、また、臨床現場で何が起こるのかというこ

とを深く考え、すべての学生が、学習プロセスを

深く考える機会を提供するようにしなければなら

ない。教師も学生も互いに熟考する必要があると

いえる。看護師が、臨床現場で看護プロセスを自

ら示すことができれば、看護の独立性を高め、自

律性を高めることになるのである。
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学士号（BSN）を取得した看護師は、大学で習っ

たことと、現場で起きていることをしっかり結び

つけて考えなければならない。例えば、新卒の看

護師が整形外科で働くことになった場合、看護す

るための技術と知識を必要とするだろうが、すべ

ての技術や知識を身につけているとは言いがたい。

そのため、新卒の看護師は優先順位を学び、何よ

りも患者に対して責任をもつこと、自分の学習に

対する責任、そして、他人との協力に対する責任

を学ぶ必要がある。新卒の看護師が効果的な看護

師であるためには、体系的で、思慮深く、常に分

析的で、革新的でダイナミックである必要がある

ことを学ぶべきである。もし、自分たちが学んで

いることを深く考えなければ成長することはでき

ないからである。

実践のプロセスでは、何を学んだか、そして何

を学ぶことができるか、何が起こったかを深く考

えることができなければならない。実践するとい

うことが、学習のプロセスでは大事なことである。

そして、体系的に分析する必要がある。対象者で

ある患者だけでなく、自分自身についても分析的

に見つめることができなければならない。つまり、

看護師は看護する自分についても、分析的に理解

することが必要である。また、革新的でなければ

ならない。それは、いかにしてケアするか、ツー

ルを使うかということだけでなく、どのようなケ

アをする必要があるのか、個々の患者がどのよう

なことを必要としているかを判断することが重要

である。そして、その方法が看護ケアの質を高め

るためにダイナミックであるということが必要で

ある。教師は、学生に対して勇気づける必要があ

る。そうすれば、学生は学習がいかに必要かを学

ぶことになるだろう。

修士号をもつ看護職（MSN）は、自律するため

に研究や学習することが必要で、さらに高度な実

践者をめざして学ぶことである。これこそが、米

国における高度実践看護師を教育する役割である。

BSNレベルの看護職では、看護実践において自

律性が評価されていないという現実的な問題があ

る。

修士号レベルのナースプラクティショナー

（Nurse Practitioner: NP）の定義は、認定された教

育を受け、自治権をもって臨床の役割を協働する

とされている。NPは、認定された看護職であり、

自律して協働することで、周囲の医療者に認めら

れているのである。

高度実践看護師（Advanced Practice Nurse: 
APN）は、知識をもち自律的に活動していること

が理解できるであろう。高度なレベルの教育を受

けているということ、自分たちが得た知識がさら

に高まることにより、NPは自律性を認識している。

博士号（Doctoral level）をもつ看護職は、教育

によって知識が高まり、それに基づいて自律性の

認識が高まり、すべての知識が高まることで責任

も高まる。博士号を取得した看護職には、新しい

看護の知識を開発し、看護の安定性を築き、看護

の役割を強化するという責任がある。博士号をも

つ看護職により作成される個人のレベル、国レベ

ル、グローバルなレベルでの政策は、世界の人々

の健康の改善に結びつけられなければならない。

文化によって、いろいろな自律性のレベルがあ

るが、職業に対する満足度と責任の高まりが自尊

心を高め、自律性を高めることに関連があること

が明らかになった。よく整備された教育のシステ

ムの中で、より多くの高い教育を受けた修士号を

取った看護職が存在するほど、その地域のHIV
の罹患率が低くなるということが分かっている。

このように、自律性は仕事と役割に対する満足度

に関連があり、知識は自律性を高める一助となる。

自律性の認識は、責任と職業満足度とに関連する。

教育は基礎知識を増やし、それが自律性を高める

のである。つまり、看護における自律性とは、知

識にもとづいた行動の独立であり、意思決定であ

り、責任である。そして、知識を増やすことによ

り自律性を高めることができるのであり、教師は

先頭に立って、知識を広めなければならないので

ある。

5. おわりに

今回の講演を聞き、看護に求められている自律

性を高めるには、経験よりも知識を高めることで、

職業満足度を高めることができることが重要な鍵

であることを学んだ。

大学では学生と教師がともに、臨床で何が起き

ているか、事象を深く考え、何が求められている

か熟考することが重要であることや、教師は学生

の知識を増やし、学ぶ権利を保障する役割がある

ことを再確認できた。また、看護教育は、現在の
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学士号レベルでは知識を十分には伝達できていな

いこと、自律性とは自己統治であり、自己学習は

生涯続くプロセスであることを学ぶことができた。

この看護国際フォーラムに参加し、共に聴講した

学生は、どのように理解しただろうか。

そして、これからの修士号レベルのナースプ

ラクティショナー（NP）の教育や、博士号レベル

の教育に求められていることを学ぶことができ

た。米国では1960年代から、韓国では2003年か

らNPが制度化されており、日本においても、大

学院教育の果たす役割として、高度実践看護師の

育成が時代の要請となっている。

今回、姉妹校のCase大学からCarol Savrin先
生を招聘することができ、ご講演を聴ける機会を

得たことは貴重な経験となった。日本においても、

NPの実現に向けて、まず教育体制を整備してい

かなければならないと考える。

引用文献

Breagh J (1999). Further investigation of the work 
autonomy scales: Two studies. Journal of Business 
and Psychology 13, 357-373.

D o m o n Y (1997) . T h e e f f ec t o f p e r s o n a l 
relationships on nursing professional autonomy 
in the work environment. Journal of St. Luke's 
Society for Nursing Research 1, 45-51.

Girot EA (2000). Graduate nurses: critical thinkers 
or better discussion makers? Journal of advanced 
nursing 31, 288-297.

Handy CM (1999). Intuition, autonomy and level 
of clinical proficiency among registered nurses, 
p144. New York University, New York.

M a s u t h o n S (2004) .  P r o f e s s i o n a l n u r s e 
characteristics and unit characteristics as predictors 
of job satisfaction with work in Thailand, p155. 
University of California, San Francisco, San 
Francisco.

Patoraki-Kourbani ED, Vazaiou G, Kassikou J et 
al (2005). Practice and clinical decision making 
autonomy among Hellenic critical care nurses, 
Journal of Nursing Management 13, 154-164.

著者連絡先

〒870-1201
大分市大字廻栖野2944-9
大分県立看護科学大学  小児看護学研究室

高野  政子



韓国の保健医療制度改革と看護職  /  赤司千波

43

トピックス看護科学研究 vol. 7, 43-47 (2007)

大分県立看護科学大学  第8回看護国際フォーラム

「韓国における保健医療制度改革と看護職のあり方」（Dr. Euisook Kimの講演から）

赤司  千波  Chinami Akashi
大分県立看護科学大学  専門看護学講座  成人・老年看護学  Oita University of Nursing and Health Sciences

2007年4月25日投稿 , 2007年6月18日受理

キーワード

保健医療制度、看護改革、看護の役割

Key words
reform of health care system, reform of nursing, role of nursing

1. はじめに

韓国は1996年にOECD加盟し、その後も発展

し続け、半導体・家電・輸出産業の基盤を構築し、

IT先進国と称されている。しかし、科学技術や

経済発展とは裏腹に国内経済、産業硬直化問題に

加え、少子高齢化がもたらす人口の高齢化の問題

が急速にのしかかってきている。人口の高齢化は

夫婦のみの世帯や高齢者単独世帯の増加をもたら

し、韓国従来の大家族中心の家族形態が崩れ、家

族の扶養・介護機能の低下を促進している。この

ような家族機能の変化や韓国の儒教文化の変化が、

福祉政策推進の基盤となり、公的年金制度・公的

医療制度の改革が行なわれ、基本社会福祉制度が

導入され、今、韓国でもドイツや日本と同じよう

な介護保険が導入されようとしている。

このような中、看護職はどちらかというと福祉

よりになり、また医薬より看護は力を持つように

なってきたといわれる。このような韓国における

保健医療制度改革と看護改革について、第8回看

護国際フォーラムにおいて金先生が講演された内

容について、概要を紹介する。

2. 韓国の保健医療制度における変革

2. 1 韓国の保健医療システム変革の背景

2. 1. 1 人口動態

韓国統計庁の発表（2001）によると、韓国の総

人口は、38,124千人（1980）、47,008千人（2000）、

47,925千人（2003）と推移しており、2020年は

50,650千人、2030年は50,296千人と推計されて

いる。

65歳以上人口と高齢化率は、1980年は1,456千
人（3.8％）、2000年は3,395千人（7.2％）で高齢化

社会を迎え、2003年は3,969千人（8.3％）であった。

2020年には7,667千人（15.1％）で高齢社会に移行

し、2030年には11,604千人（23.1％）で超高齢社

会となることが予測されている。日本が高齢化

社会を迎え高齢社会に移行するまでに24年を要

していたが、韓国ではそれより早く19年で迎え

ようとしているのである。また、高齢社会を迎え

てから超高齢社会に以降するまでに12年であっ

た日本に対し、韓国ではそれより短い7年で迎え

ようとしている。世界で最初の超高齢社会は言う

までもなく日本であるが、世界で一番高齢化のス

ピードが速い国は韓国である。

生産者人口は、1980年が 23,717千人、2000
年が 33,702千人、2003年が 34,238千人であり、

2020年には35,948千人、2030年には32,475千人

と推計されている。また、高齢者の対生産者人口

比率に関しては、2000年が10.1％であったものが、

2030年には35.7％にまで増加する見込みである。

人口動態統計年報（韓国統計庁 2003）によると、

合計特殊出生率は1970年が4.53人、1990年は1.59
人、2000年は1.47人、2002年は1.17人と推移し

ている。韓国においては、1970年から2001年ま

での30年間に3.23人減少したが、日本とイギリ

スの場合が0.8人、ドイツが0.7人であることから、

韓国は高齢化率と同様、出生率の減少速度に関し
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ても先進国に比べて急速に進んでいる。

韓国の国民平均年齢は34.6歳であり若い国民

が多い国といわれているが、平均寿命は1973年

が63.1歳、2000年は75.9歳であり、2020年には

80.7歳と推計されている。平均寿命が確実に延び

つつあり、1980年代以前には表面化しなかった

高齢化問題が深刻化しているのである。

2. 1. 2 経済

韓国統計庁（2001）によると、高齢化の進行と

並行し生産者人口が減少することから老年扶養費

は2000年の39.5％から2030年には54.9％に増大

することが予測されている。

2003年から2012年の10年間の韓国経済成長率

は、4.4％から4.6％の水準を維持することが予想

されている。しかし、このように高齢化が表面

化する2010年以後から2050年までの経済成長率

は、総貯蓄率及び就業者の増加率の低下により

2020年には3.1％に低下することが試算されてい

る。生産可能人口が減少すること、扶養老人の人

口が増加すること、高齢者人口の増加により民間

貯蓄が減少すること、高齢者を支える財源不足が

懸念されことから、高齢者を支える財源までを期

待できないことが想定されている。

2. 1. 3 医療・社会保障

国民年金は1988年の「国民年金法」施行よって

導入されたが、1999年の「国民年金改定法」の施

行をもって「国民皆年金」が達成されている。年

金受給者は生産人口の減少及び退職者の増加か

ら受給者の比率が急増することが想定されてい

る。OECDによる韓国の財政収支の変化の予測

（2000）では、老人福祉予算は1960年以降増加傾

向にあり、2000年の財政収支は2.5％の黒字を記

録しているが、老人関連財政支出の急増で2050
年には7.7％の赤字に陥ると推測されている。

韓国の公的医療制度が本格的に施行されたのは

1977年である。施行開始時は、従業員500人以上

の事業所勤務者とその扶養家族を対象とした「職

場医療保険」であったが、2年後の1979年には従

業員規模が300人以上と拡大された。また同年に

「農魚村地域医療保険」、1989年には「都市地域医

療保険」が制定及び施行され、「国民皆保険」が達

成された。しかし、1990年代に入ると、各保険

の保険料負担の不公平さなどに対する国民の不満

が発生し、「医療保障改革委員会」「医療改革委員

会」の設立やさまざまな公聴会の開催を経て、各

保険が段階的に統合することが決定された。そし

て、2000年に「国民健康保険法」が施行され、「国

民健康保険公団」に保険組合が完全統合されたの

である。

この保険統合の他に公的医療制度の特徴として、

医療サービス提供施設規模や地域によって外来の

診療費の自己負担率が異なるということがあげら

れる。外来時の自己負担率は、総合病院や一般病

院より診療所が低い。このこともあり、韓国では

診療所数が非常に多い。そして、専門医制である

ことも公的医療制度の特徴である。専門医制がと

られているため、医師は、医師の国家免許を取得

した後に専門医の国家免許を取得しなければ専門

の診療科を掲げることはできない。一方、専門性

が特化されている看護師は看護師の国家資格を得

た後、助産師、保健専門看護師、専門看護師など

さまざまである。2005年現在、医師総数81,328
人、RNs 214,900人（修士の学位を有する者MNs: 
5,018人、博士の学位を有する者DNP: 1,007人）

である。なお、韓国では医療法で医療人とは、医

師、韓医師、薬剤師、看護師、助産師を指している。

2. 2 韓国における参加型政府の特徴

参加型政府には消費者の参画、福祉、社会的

平等、分権化、透明化という５つのテーマが掲げ

られている。消費者の参画は、NGOの声を政治

に反映させるなど、消費者へ政治参画を促し、市

民参加型政府を目指している。そのため、さま

ざまな分野にNGOが設立されている。また、保

健、医療よりも福祉がより重要性を増し、強調さ

れるようになってきたため、福祉が保健を包括す

るようになり、保健は福祉を達成するための条件

であるという考え方に移行してきた。この福祉に

おいては、参画型福祉、ユニバーサル化（適用範

囲の拡大）を目指している。社会的平等では、女性、

貧者、障害者に対する政策が掲げられている。分

権化として、韓国には16の地方政府があり、こ

れらの地方政府の人々を招いた参加型政府を目指

している。透明性に関しては、政治経済の透明化

を図るために、経済界のトップに意見を仰ぐとい

うことなどを行っている。
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2. 3 韓国の保健改革の７つの特徴

保健改革の背景には、世界の傾向として、知識

や科学技術の進歩、経済的成長、政治的社会変化

があるといわれている。また、高齢化、少子化と

いう人口統計的変化もその背景にあるが、人口動

態の変化は、経済的成長、家族構成の変化、社会

的価値観の変化に対応している。また、疾病構造

の変化と医療行動の変化をもたらしている。これ

らの変化は、最終的には看護改革につながる。

(1) 高齢化社会改革

1999年に「国民皆年金」が達成されたが、現在

は低負担—高給付体制で運用されている。しかし、

年金受給者は生産人口の減少及び退職者の増加か

ら受給者の比率が急増することから、老人関連財

政支出の急増で2036年には年金基金収支で赤字

発生が予想されている。このことに関する政府の

年金改革が待たれるところである。

1990年代以降の急速な経済発展と都市化によ

り、人口集中、少子化、要介護高齢者の増加、高

齢者独居世帯の増加、女性の社会や核家族に伴う

扶養・介護機能の低下による家族介護の限界、中

産層の利用できるサービスの不足、老人医療費の

増加などをきたしたことがあげられる。

(2) 低出産率改革 （子育て促進）

2004年に国会に提出された「低出産社会対策基

本法案」「高齢社会基本法案」「高齢化及び人口対

策基本法案」「高齢社会基本法案」の法案を１つに

まとめ、2005年に「低出産・高齢社会基本法案」

が可決し、同年9月から施行されている。1961年

に大韓家族計画協会が設立され、本格的な出産抑

制運動が展開されていたが、1990年代に入り人

口増加率が1％以下に減少したため、2002年には

出産奨励のための人口政策を明確にし、積極的出

産奨励政策の推進がなされた。これは、有給出産

休暇保障、勤務中の授乳時間の義務的付与、出産

手当の導入、満3歳から6歳児に対する保育支援

拡大などを推進し、出生率を上げようとするもの

である。

(3) 医療サービス格差の是正 （社会的安全網）

医療機関には、総合病院、病院、診療所、保

健所があるが、医療サービスを提供する医療施設

規模等によって診療費の自己負担率（30〜55％）

が異なる。入院費用に関しては、同一に負担率

20％であるが、外来の費用は病院の規模が大き

くなるほど、また都市部ほど自己負担率が高いと

いう病院の規模や地域によって差が生じている。

病院や専門医の約9割は都市部に集中している

ため、地方では保健所が一次医療を提供している。

また、病院は、専門・特化したため、農村地方の

病院は経営破綻を来たし、魅力的な病院への変革、

商業化、リストラ等による再構築化が行われてい

る。世界レベルの ICTインフラを整備し、世界初

のユビキタス（韓国ではu-Health）医療福祉ネット

ワーク社会を実現しようと取り組んでいる。こ

のネットワークは、誰でも、いつでも、どこでも、

最適な医療サービスを受けることができ、健康管

理や予防医療が実現される医療環境のことである。

韓国は先にも述べたように IT国家である。そ

のため、医療情報化が進み、レセプト電子化の

普及率は2003年には約9割までに達し、電子カ

ルテは2006年に6割超、医用画像蓄積通信シス

テムは5割以上の導入率と予測されている。ま

た、2003年からは、アメリカ式医療費抑制方策

「DRG/PPS」が試行されている。

(4) 健康増進

韓国政府の保健福祉省は健康保健システムと福

祉システムがあり、18局58班と26下部組織から

なる。また、韓国は7都市（242地域）と9省（3579
エリア）からなり、全ての地域に政府の健康セン

ター、保健センター、農村地域にはサブセンター

が設置されている。遠隔地にはコミニュニティー

ヘルスプラクティショナー（CHP）が勤務し、簡

単な手術や薬の処方を行なっている。保健医療

サービスについては、資源の生産と開発システム

（人力、産業、知識）、ファイナンシャルシステム（保

険、診療報酬、払い戻しなど）、管理モニタリン

グシステム（サービスの質を管理する）、提供シス

テム（適切なサービス提供の方法という下部組織）

がある。これらのシステムは組織的に、すなわち

政府によってコントロールされ、適切な保健サー

ビスが人々に行われるようにシステム化されてい

る。

韓国においても在院日数の短縮と在宅看護の

推進がなされている。在宅看護を担うのは訪問専

門看護師であり、主に病院の家庭看護課に所属し、

入院中から調整を行っている。
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(5) 医薬分離の制度

　従来は医師が薬を処方していたが、現在は医

薬分業となっている。

(6) 介護保険制度

高齢化社会の対応の必要性に迫られている

韓国は、日本の介護保険制度を参考にしながら、

2007年から2013年まで段階的に「公的老人療養

保障制度」を導入する計画である。それに先立っ

て、2002年には「老人福祉施設拡充10ヵ年計画」

が策定され、2011年までに整備する施設入所サー

ビス、在宅サービスの目標値の設定、それら連携

システムの構築を目指している。

老人医療制度関係においては、無料健康診断、

訪問保健又は医療サービスの提供により、高齢者

の疾病の予防と治療に関わり、老人健康増進事業

の強化に取り組んでいる。また、脳医薬学研究

センターの設置、全国の保健所に認知症相談セン

ターの設置により、認知症や脳卒中などの疾患老

人の管理対策を推進している。老人専門の人材確

保のために、老人専門の看護師制度の導入、老人

専門病院・療養病院の増床により、老人性疾患治

療の充実を図っている。老人福祉施設の種類とし

ては、老人住居福祉施設、老人医療福祉施設、老

人余暇福祉施設、在宅老人福祉施設、老人保護専

門機関がある。

(7) 政府組織と構造

政府が福祉と医療の分野を改革しようとしてい

る。

医療分野では、健康産業、健康安全ネットワー

ク、健康サービス産業、社会的安全ネットワーク

等を発展させようとしている。バイオクラスタの

発展、公衆サービスの強化、そして韓国の伝統的

な医療の活用を促進するために、大学に東洋医学

の学部を設置しようとしている。セーフティ・ネッ

トワークにより、大規模病院と診療所との間の格

差をなくそうとしている。

他方、福祉分野では、国民年金制度の強化、生

活保護の拡大、夫の育児休暇や子育て支援政策な

どの低出産対策、長期介護保険等があり、保健・

医療に比べ福祉が重要視されてきている。

3. 韓国における看護改革

3. 1 看護界の歴史

2005年現在の韓国の看護界の現状は、看護師

214,900人（MNs: 5,018人、DNP: 1,007人）、看護

大学53、看護学校（3年制）63、修士課程を有す

る大学38、博士課程を有する大学19である。

学士教育開始（1955）、修士課程創設（1960）、

韓国看護協会の設立（1970）、博士課程創設

（1978）、保健師制度導入（1980）、在宅ケア看護

の導入（1990）（CHPは、RN・RPNとして資格

を持った後1年の訓練が義務とされている）。法

律による高度実践看護師の導入（2002）、看護師

資格認定委員会の設立（2004）、社会福祉法人看

護財団設立（2004）という看護体制の変遷を通し

て、看護教育の改革がなされてきた。政府におい

て、保健・医療よりも福祉が強調されるようになっ

てきたことから、看護体制に福祉体制が意図的に

加味されている。

これまで、医療では、治療が重視されてきた。

しかし、現在は、患者の自律が重要視されてきた

ため、人権の尊重、自由意思の尊重、社会的平等

性の遵守が重要視されてきた。医療サービスも提

供からクライアントが参加・選択する、地域密着

型サービスに移行してきた。

看護師のマンパワー面でも、男性学生や学士入

学者の増加傾向にあること、また新職種としての

ケースマネージャーの導入が行なわれたことがあ

げられる。看護師の質の改善が求められ、現在、

自主性、実証に基づく実践力、経営目的に沿った

目標が達成できるような実践力、コンピュータ技

術の習得、英語力が看護師に必要とされている。

韓国においては現在、病院から地域へ、雇用者

から経営者へ、国内から国外へと看護師の人材移

動が行なわれている。

3. 2 看護教育システム

保健、麻酔、精神、家庭、感染管理、産業、救

急、老人、ホスピス、重症患者ケアに対する高度

実践看護師が導入された。教育場面においても測

定可能な、実現可能な目標を設定し、結果を導く

ような実践能力を持ち合わせることと質の改善が

求められている。このような中、電子上で看護教

育を行う、大学内での他学部（他医療系）との合併、

公開教育、単位互換性、臨床専門大学院（働きな
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がらの修士・博士の取得ができる）などが進めら

れている。電子上の教育のみで看護教育が完結す

ることがないよう働きかけている。これまでは学

術的なものがコースとして入っていたが、現在は、

実務的なプロとしてのコースが強調されるように

なってきている。看護学校においてプロ技術、プ

ロ意識、プロ知識が強調されてきている。

資格授与に関しては、韓国看護協会が政府から

委託を受けて、看護学校についての資格授与、評

価を行うようになった。教育は重要だが韓国の政

府は、社会的な平等性から、富・教育・年齢の格

差を取り除こうとしており、その弊害があるので

はないかと危惧されている。

4. 看護職のあり方

看護師は、専門分野、専門看護だけでなく一般

看護も必要なため、それらのバランスが重要とな

り、レベルの高いジェネラリストが求められてい

る。ただ単に医療の助手ではない看護と看護の役

割を明確にするには、例えば「プラスな」、「活発

的な」、「積極的な」、「社会的な」というようなイ

メージを目に見えるような形にし、人々の看護の

イメージを作る必要がある。21世紀の看護に必

要とされるリーダーシップは、1）急激な技術革新

についていける人、2）協調型の指導力のある人、

3）新しい時代へのビジョンを持った人、4）人材育

成が出来る人、5）創造的な収束（convergence）が
出来る人である。携帯電話の多機能のように、看

護学も収束の学問である。そして、その収束の学

問に関して、韓国では従来学問を人文学と科学・

工学部門に分類していたが、2006年には収束の

分野を設け、その収束「convergence」という学問

の分野に看護学が加わった。看護師はこの収斂を

推進するユビキタスな人になる必要がある。さら

に、看護学はこれまでの概念に問い直す必要があ

ること、既に達成された結果がもたらした利点を

捨てる必要があること、失敗の可能性を受け入れ

る必要があるという、パラダイムシフトの必要性

がある。

5. おわりに

急激に進む人口構造の変化や家族機能の変化

に際し、韓国政府は保健・医療・福祉分野を改革

しているが、その改革に看護界も積極的に参画し、

看護改革も同時に行っている。韓国の看護界は、

その看護改革を積極的に実行し、医薬よりも看護

が力をもつようになったと言われるまでになって

いる。超高齢化社会の到来が迫っている日本にお

いて、我々も韓国の看護職者のように、国政に積

極的に参画し、日本の保健・医療・福祉のリーダー

的存在になる必要があるのではないかと改めて考

えさせられた。

日本も韓国同様に医師の偏在が言われており、

保健・医療・福祉における地域格差が存在する。

その地域格差の是正のためにも、看護界を取り巻

く環境の改善や看護学教育のシステムの変革に今

こそ取り組む必要があるのではないだろうか。看

護の質の改善すなわち、確実な専門知識・技術を

習得し、正しい判断ができる看護職が求められて

いる今、看護の専門性をより明確にすること、実

践能力や自律性を培うことの重要性を考えさせら

れる講演であった。

本大学では、ナースプラクティショナーや訪問

看護師の養成の教育システムを確立しようと一歩

を踏み出そうとしている中、金先生から多くの示

唆とパワーをもらった講演であった。

著者連絡先

〒870-1201
大分市大字廻栖野2944-9
大分県立看護科学大学  
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はじめに

少子高齢社会の進展に伴い保健医療福祉を取り

巻く環境は大きく変化し、高齢者や慢性疾患患者

を対象とした医療や看護は、施設から在宅へと急

速に移行している。さらに、介護予防や生活習慣

病対策についても、人々の生活の場である地域を

中心にして生活者の視点を重視した具体的な取り

組みが行われている。今回、前厚生労働省医政局

看護課長の田村やよひ先生に、看護行政に携わっ

てきた立場から「医療制度、介護保険制度等の改

革と看護職の役割」について講演をいただいた。

本稿では田村先生の講演を、i）医療制度改革の基

本的な考え方と概要、ii）老人保健事業の改革と

生活習慣病対策の推進、iii）療養病床の再編成と

診療報酬・介護報酬の改定の３つの視点にまとめ

て紹介する。

1. 医療制度改革の基本的な考え方とその概要

医療制度改革では、保健医療システム、医療保

険制度、診療報酬体系の３つの大きな改革が必要

とされ、その基本的な方向としては、i）生命と健

康に対する安心の確保のための国民皆保険制度を

堅持する、ii）予防を重視し、医療の質の向上と

効率化を図り、医療費を国民が負担可能な範囲に

抑える、iii) 高齢化の進展により、医療費が伸び

ざるを得ない中、給付と負担の関係を公平、透明、

分かりやすいものにする等があげられた。これら

を反映し、今回の医療制度改革では医療法、医師

法、保健師助産師看護師法、健康保険法、老人保

健法等、合わせて14の法律が改正された。

1. 1 医療提供体制の改革

1. 1. 1 医療に関する情報提供の推進

医療機関が患者に提供する医療に関しては、イ

ンフォームドコンセントの普及と徹底により患者

に分かりやすい内容になってきた。しかし、一方

では医療機関の特徴が明らかになっておらず、病

気になった時にどの医療機関を受診すればよいの

か、また、どの診療科を受診すれば適切な医療が

受けられるのか等が十分に理解されていない。そ

こで今回の医療法等の改正では、医療機関に関す

る一定の情報を都道府県が集約しインターネット

を通じて住民に情報提供し、相談・助言機能を

充実することが義務付けられた。さらに、医療機

関が広告として提供できる医療機関情報の内容を

広げていくということも検討されており、具体的

には医療機関の看護師数、夜間・昼間の看護体制、

専門看護師や認定看護師数等の内容があがってい

る。これらを実現することは、国民が医療機関を

選択できる道を広げていくことであり、国民が看

護を選び取るという道をつくっていくことに繋が

ると考える。

1. 1. 2 医療計画制度の見直し等による医療機能分化・

連携の推進

従来の医療計画は、病床数に関する内容が中心

であったが、今回の改正では医療計画制度を見直

し、都道府県や地域内における脳卒中、がん、糖

尿病、小児救急医療等の事業別の医療計画を具体

的で分かりやすい指標と数値目標で明示し、事後

評価を行える仕組みとした。また、医療機能の分

化・連携の推進による切れ目のない医療の提供を
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目指し、地域連携やクリティカルパスの普及を通

じて病院、診療所、訪問看護ステーションにおい

て疾病予防や治療、看護の連携が図られている。

これは、病院設置者に退院調整に係る情報提供が

義務付けされ、それに伴い看護師の退院調整機能

やディスチャージプランニング・ナースの役割が

より重要となっていることを示している。

1. 1. 3 医師確保対策

平成18年8月に決定した医師確保対策の中に、

看護職の役割に関連した内容が示されている。１

つ目は、助産師の活用である。具体的には、院内

助産所の開設があげられており、これは病院内に

助産師が独自に助産を行うことができるスペース

を確保し、そこで自律的に助産の機能を発揮でき

るようにすることをねらいとしている。リスクの

高い異常産の場合でも、病院内に助産所が設置さ

れているため医師のサポートを得やすいという利

点もある。２つ目は、小児救急病院の夜間人員配

置の充実や、看護師の電話相談機能の充実である。

これは、地域によっては必ずしも十分に行われて

いない状況があるため、更に強化していく必要が

ある。３つ目は、医療関係職種と医師の役割分担

のあり方を検討していくことである。医師不足と

の関係から助産師や看護師の役割が議論されてお

り、その観点からも看護基礎教育の充実や新人看

護職員研修のあり方を検討していくことが急務で

ある。

1. 1. 4 医療安全の確保

医療安全の観点から、医療法において患者等か

らの相談に応じ助言を行う機関として各都道府県

に医療安全支援センターを設置することを制度化

した。また、医療機関の管理者に医療安全確保の

義務付けを行い、院内感染制御体制の整備や医療

事故への対処の強化等を図ることとした。医療現

場においては多くの場合、看護師が医療行為の最

終実施者になることが多く、そのためにしばしば

医療事故に遭遇することがある。このような観点

から、わが国おいて最近5〜6年間は看護師のリ

スクマネージャーとしての仕事が全国的にも広が

り、看護の医療安全への取り組みが評価されてい

る。今後は、更なる充実が期待される。

1. 2 医療従事者の資質の向上

1. 2. 1 保健師助産師看護師法の改正

安心、安全な医療を提供し、国民の医療に対

する信頼を確保するため、保健師助産師看護師法

が改正された。主な内容の１つ目は、平成19年

4月から看護業務に必要な基礎的な知識及び技能

の確認ができるような制度的措置を講ずるために、

新たに保健師及び助産師の免許を取得する者につ

いては、免許付与要件を見直し看護師国家試験合

格を条件とした。これは看護職の質の担保という

観点から非常に重要である。

２つ目は、保健師、助産師、看護師の全ての職

種について名称独占規定を設けた。これは医療提

供体制の改革において、医療従事者の資質向上及

び医療に関する患者の選択を支援するための適切

な情報提供を図ることとしており、これらの観点

から看護師等の名称独占が必要となったものであ

る。従来は、看護師の資格がない者が看護師とい

う名称を使った場合、そのことによって法律的に

罰則を受けることはなかった。しかし、看護師資

格の権威を高め、看護師の責任を明確にし、そし

て看護師たちの誇りを守るという観点からも、看

護師の資格を持った者しかその名称を使うことは

できないという法律的な規制を行うことは極めて

重要なことである。臨床の場等で、「私は看護師

の○○です」「私は助産師の△△です」というよう

に、自分の資格と名前を明確にして看護業務を行

うことが必要な時代になってきているということ

でもある。昨今の助産師資格を持っていない者が

助産行為を行っているという問題においても、こ

の名称独占規定は大変重要な意味をもっている。

３つ目は、行政処分を受けた看護職員に対する

再教育の義務化と行政処分の類型の見直しである。

罰金以上の刑をうけた保健師、助産師、看護師に

対して、看護業務の停止、免許の取り消しという

従来の処分に加えて、「戒告」を新設した。さらに、

処分を受けた看護師等は、必ず再教育を受けなく

てはならないこととした。これも看護の質を担保

するという観点から重要であり、医師、歯科医師、

薬剤師等に対しても同様の規定が新設された。

1. 2. 2 助産所における嘱託医師及び連携医療機関の

確保

助産所において助産の安全を確保するため、医
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療法との関連から新たな規制が加わった。１つ目

は、嘱託医師は産科医であることが規定された。

嘱託医師の制度は、異常産の処理に万全を期す趣

旨で設けられていることから、産科以外の医師が

嘱託医師になることのないよう、専門の医師に限

定された。２つ目は、異常産になり嘱託医師では

十分に対応できない場合の後方支援として、嘱託

する病院または診療所を定めることが規定された。

嘱託する病院または診療所の要件としては、産科

を有し24時間の対応ができること、24時間体制

で新生児への対応ができること等である。

1. 2. 3 看護記録の制度化

医療法施行規則の改正に伴い、特定機能病院及

び地域医療支援病院以外の病院についても、その

備えるべき診療の諸記録に看護記録が追加された。

従前の看護記録は、健康保険法上の必要性から

記載されてきたもので、医療法、保健師助産師看

護師法に規定されたものでもなかった。今回の改

正により、医療の質の確保という観点から、すべ

ての病院において看護記録を備え、5年間保存す

ることが義務化された。看護の専門的な探求の観

点からも、日々の看護記録を残し、その記録をレ

ビューし、研究や教育等に活用することは意義が

ある。

2. 老人保健事業の改革と生活習慣病対策の推進

2. 1 老人保健事業の改革

平成16年度のわが国の国民医療費は32兆円に

達し、国民一人当たりの医療費の増加率は国民所

得のそれを上回る伸びを示している。その中でも

老人医療費の伸びは著しく、この事態にどう対応

していくかということが大きな課題になっている。

そこで、平成20年度には老人保健法は、「高齢

者の医療の確保に関する法律」へと改正され、こ

れまで老人保健法の一部として行われてきたヘル

ス事業は、健康増進法に則って実施され、老人医

療は新しく高齢者に対する医療給付に再編成され

ていくという流れがつくられた。わが国の高齢化

はますます進展し高齢人口が20％を超え、医療

や看護が施設から在宅へとシフトしている。この

ような状況の中、安心して自宅療養を出来る体制

を整えていくためには看護に何ができるのか、ま

た、看護師は何をつくり上げていかねばならない

のか等の様々な観点から検討し、具体的な取り組

みを行っていくことが重要である。

2. 2 生活習慣病予防のための健診・保健指導の基

本的な考え方

今回の医療制度改革により、健康診断、保健指

導の考え方が大きく変わってきた。「メタボリッ

クシンドローム」に代表される内臓脂肪型肥満に

着目した生活習慣病予防を必要とされる人々を抽

出し、それらの人々に対して積極的な健診・保健

指導を行っていくことが求められている。対象者

が代謝等の身体のメカニズムと生活習慣との関係

を理解し、生活習慣の改善を自らが選択し、行動

変容につなげていけるように支援することが重要

である。これまでのプロセス重視の保健指導か

ら、血液データの改善や体重の減少等の具体的な

アウトカムを出す保健指導のあり方が大きな課題

となっている。

2. 3 保健指導実施者が有すべき資質

医療保険者は、国が策定する特定健康診査等の

基本指針に即し、特定健康診査等の実施計画を策

定する。その際、保健師、管理栄養士等は、その

企画・立案に積極的に参画する。さらに、医療保

険者自ら、または、アウトソーシング先において

保健指導に携わる保健師、管理栄養士等は、対象

者に健診結果を分かりやすく説明し、生活習慣病

予防にむけての行動変容に確実につながる保健指

導能力を備えておくことが必要である。

3. 療養病床の再編成と診療報酬・介護報酬の改定

3. 1 療養病床の再編成 
療養病床には医療保険と介護保険の2種類の適

用がある。療養病床における医療提供体制に関す

る調査（平成16年3月）によると、療養病床に入

院している患者のうち、医師の対応の必要がない

者は概ね5割、週1回程度の医師の診療を必要と

する者が概ね3割で殆どが医療依存度は高くない

状況にある。これを踏まえて平成24年度までに

医療保険適用の病床数を15万床程度に減少させ、

医療の必要性の低い患者については、病院ではな

く生活の場である在宅、居宅系サービス、又は老

健施設等で受け止める方向性が示されている。

3. 2 看護関連の診療報酬・介護報酬の改定

診療報酬改定における看護技術の適正評価は、
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３つの内容からなっている。１つ目は、急性期医

療の強化を図ることがある。これに伴い、入院患

者7人に対して看護師1人を配置するという体系

ができた。一方これに伴い、相対的な看護師不足

という新たな問題がおきている。さらに、急性期

医療における医療安全対策等の推進の観点から、

褥創対策に係る専門的な教育を受けた看護師等の

専従配置による総合的な褥創ケアの評価の検討が

あげられている。WOC認定看護師の配置が診療

報酬の対象にされたことは、看護界にとっては大

きな変化である。２つ目は、患者の視点を重視し、

患者の生活の質を高めるという医療を実現するこ

とである。入院患者に療養環境に係る情報を正し

く伝えていくことを義務付け、生活習慣病等の重

症化予防に関わる報酬体系も変更された。３つ

目は、在宅医療を充実にむけ、医療保険における

訪問看護回数の規制が緩和された。介護報酬改定

に関しては、要介護度4、5の中度、重度の者へ

の支援の強化が図られた。さらに訪問看護ステー

ションの新しい取り組みとしで、療養通所介護の

仕組みをつくった。これは、在宅で生活する医療

ニーズの高い患者が訪問看護ステーションに通所

し、そこで1日十分なケアの提供を受け、夕方に

帰宅するといった、いわゆる訪問看護ステーショ

ンが行うデイサービスである。これらの取り組み

を通して、わが国の訪問看護のあり方が大きく変

わっていくことが予想される。

おわりに

今回の医療制度、介護保険制度等の改革の特徴

は、急性期看護の充実、介護予防や生活習慣病予

防に代表される予防へのシフト、在宅医療、訪問

看護へのシフト等、看護の重要性がより一層明確

にされた。安全で安心な保健医療を提供していく

ためには、看護職自らの専門性の強化、自律へ向

けての努力はもちろんのこと、看護職の教育や労

働環境の整備等の制度面での改革も不可欠である。

このためには、看護職の基盤法である保健師助産

師看護師法の改正も必要とされる。

看護職は、保健医療福祉制度の変化が著しい現

代社会において、専門職者として法律や制度改革

の背景・動向を正確にウォッチし、その内容等を

理解していかなければならない。今回の講演で情

報提供していただいた最近の医療制度改革の動向

についての話題は、参加者に改めて看護職として

の幅広い視点の必要性を喚起させていただいた。
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